
平成十六年政令第二号

独立行政法人日本学生支援機構法施行令

内閣は、独立行政法人日本学生支援機構法（平成十五年法律第九十四号）第十四条第三項から第五項まで、第十五条、第十六条、第十九

条第七項及び第二十七条並びに附則第二条、第八条第一項及び第二項、同条第四項（附則第十条第六項において準用する場合を含む。）、第

九条、第十条第三項及び第七項、第十一条並びに第二十条の規定に基づき、並びに同法を実施するため、この政令を制定する。

（第一種学資貸与金の額）

第一条　独立行政法人日本学生支援機構法（以下「法」という。）第十四条第一項の第一種学資貸与金（以下単に「第一種学資貸与金」と

いう。）の月額は、次の表の上欄に掲げる学校に在学する者について、同欄に掲げる学校等及び通学形態の区分に応じ、それぞれ同表の

下欄に定める額のうち貸与を受ける学生又は生徒が選択する額とする。

区分 月額

大学 地方公共団体、国立大学法人（国立大学法人法（平成十五年法律第百十

二号）第二条第一項に規定する国立大学法人をいう。以下同じ。）又は

公立大学法人（地方独立行政法人法（平成十五年法律第百十八号）第六

十八条第一項に規定する公立大学法人をいう。以下同じ。）が設置する

大学

自宅通学のとき 二〇、〇〇〇円、三〇、〇〇〇円又は

四五、〇〇〇円

　 自宅外通学のと

き

二〇、〇〇〇円、三〇、〇〇〇円、四

〇、〇〇〇円又は五一、〇〇〇円

　 私立の大学 学部 自宅通学のとき 二〇、〇〇〇円、三〇、〇〇〇円、四

〇、〇〇〇円又は五四、〇〇〇円

　 　 　 自宅外通学のと

き

二〇、〇〇〇円、三〇、〇〇〇円、四

〇、〇〇〇円、五〇、〇〇〇円又は六

四、〇〇〇円

　 　 短期大学 自宅通学のとき 二〇、〇〇〇円、三〇、〇〇〇円、四

〇、〇〇〇円又は五三、〇〇〇円

　 　 　 自宅外通学のと

き

二〇、〇〇〇円、三〇、〇〇〇円、四

〇、〇〇〇円、五〇、〇〇〇円又は六

〇、〇〇〇円

大学院 修士課程及び専門職大学院の課程 五〇、〇〇〇円、八八、〇〇〇円、授

業料月額相当額、授業料月額相当額に

二〇、〇〇〇円を加えた額又は授業料

月額相当額に四〇、〇〇〇円を加えた

額

　 博士課程 八〇、〇〇〇円又は一二二、〇〇〇円

高 等 専 門

学校

地方公共団体、独立行政法人国立高

等専門学校機構又は公立大学法人が

設置する高等専門学校

第一学年から第三学年まで 自宅通学のとき 一〇、〇〇〇円又は二一、〇〇〇円

　 　 　 自宅外通学のと

き

一〇、〇〇〇円又は二二、五〇〇円

　 　 第四学年及び第五学年 自宅通学のとき 二〇、〇〇〇円、三〇、〇〇〇円又は

四五、〇〇〇円

　 　 　 自宅外通学のと

き

二〇、〇〇〇円、三〇、〇〇〇円、四

〇、〇〇〇円又は五一、〇〇〇円

　 私立の高等専門学校 第一学年から第三学年まで 自宅通学のとき 一〇、〇〇〇円又は三二、〇〇〇円

　 　 　 自宅外通学のと

き

一〇、〇〇〇円又は三五、〇〇〇円

　 　 第四学年及び第五学年 自宅通学のとき 二〇、〇〇〇円、三〇、〇〇〇円、四

〇、〇〇〇円又は五三、〇〇〇円

　 　 　 自宅外通学のと

き

二〇、〇〇〇円、三〇、〇〇〇円、四

〇、〇〇〇円、五〇、〇〇〇円又は六

〇、〇〇〇円

専修学校 国、地方公共団体、独立行政法人（独立行政法人通則法（平成十一年法

律第百三号）第二条第一項に規定する独立行政法人をいう。第八条の二

第一項第一号の表及び第二項第一号の表において同じ。）、国立大学法人

又は地方独立行政法人（地方独立行政法人法第二条第一項に規定する地

方独立行政法人をいう。第八条の二第一項第一号の表及び第二項第一号

の表において同じ。）が設置する専修学校（専門課程に限る。附則第十

一条第一項を除き、以下同じ。）

自宅通学のとき 二〇、〇〇〇円、三〇、〇〇〇円又は

四五、〇〇〇円

　 　 自宅外通学のと

き

二〇、〇〇〇円、三〇、〇〇〇円、四

〇、〇〇〇円又は五一、〇〇〇円

　 私立の専修学校 自宅通学のとき 二〇、〇〇〇円、三〇、〇〇〇円、四

〇、〇〇〇円又は五三、〇〇〇円

　 　 自宅外通学のと

き

二〇、〇〇〇円、三〇、〇〇〇円、四

〇、〇〇〇円、五〇、〇〇〇円又は六

〇、〇〇〇円

備考
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一　「大学」には、別科（機械又は装置の修理、保守又は操作、製造、加工、建設、医療、栄養の指導、保育、経理その他これらに類する

職業に必要な技術の教授を目的とするもので文部科学省令で定めるもの（次号において「特定別科」という。）を除く。）を含まない（第六

条及び第八条の二を除き、以下同じ。）。

二　「学部」には、専攻科及び特定別科を含む。

三　「修士課程」には、博士課程のうち、修士課程として取り扱われる課程及び修士課程に相当すると認められるものを含む。

四　「第四学年及び第五学年」には、専攻科を含む（第八条の二第一項第一号の表を除き、以下同じ。）。

五　「自宅通学のとき」とは、その者の生計を維持する者（以下「生計維持者」という。）と同居するとき、又はこれに準ずると認められる

ときをいう（第八条の二第一項第一号の表において同じ。）。

六　「自宅外通学のとき」とは、前号の自宅通学のとき以外のときをいう（第八条の二第一項第一号の表において同じ。）。

２　前項の授業料月額相当額は、第一種学資貸与金の貸与を受ける学生が支払うべき授業料の年額（当該学生が在学する次の各号に掲げる

大学院の課程の区分に応じ、当該各号に定める額を超える場合には、当該額）を十二で除した額（その額に一円未満の端数が生じた場合

には、これを一円に切り上げた額）（当該学生の第一種学資貸与金（授業料月額相当額に係る部分に限る。）の返還債務を主たる債務とす

る保証（業として行うものに限る。）がされた場合にあっては、当該額に当該保証の保証料に相当する額として機構が定める額を加えた

額）とする。

一　地方公共団体、国立大学法人又は公立大学法人が設置する大学の大学院の課程　五三五、八〇〇円

二　私立の大学の大学院の課程　七七六、〇〇〇円

３　大学、高等専門学校（第四学年及び第五学年に限る。）又は専修学校に在学する者のうち、その者の生計維持者の所得が文部科学大臣

の認可を受けて独立行政法人日本学生支援機構（以下「機構」という。）の定める額以上であるものに対する第一種学資貸与金の月額に

ついては、第一項の表大学の項下欄、高等専門学校の項下欄又は専修学校の項下欄の規定にかかわらず、同表の上欄に掲げる学校等及び

通学形態の区分に応じ、それぞれ同表の下欄に定める額（そのうち最も高い額を除く。）のうち貸与を受ける学生又は生徒が選択する額

とする。

４　大学又は専修学校において通信による教育を受ける者のうち、教員に面接して授業を受ける期間が夏季等の特別の時期に集中する者そ

の他文部科学省令で定める者（次条において「特定通信教育受講者」という。）に対する第一種学資貸与金の額については、第一項の表

大学の項下欄若しくは専修学校の項下欄又は前項の規定にかかわらず、その年当たりの合計額が八八、〇〇〇円を超えない額の範囲内で

学校等の種別及び通学形態の別を考慮して機構の定める額とする。

（学資支給金の支給等を受けた場合における第一種学資貸与金の額）

第一条の二　大学、高等専門学校（第四学年及び第五学年に限る。）又は専修学校に在学する者（特定通信教育受講者であるものを除く。）

のうち、法第十七条の二第一項の学資支給金（以下単に「学資支給金」という。）の支給又は大学等における修学の支援に関する法律（令

和元年法律第八号。以下「支援法」という。）第八条第一項の規定による授業料の減免（次項において「授業料減免」という。）を受ける

ものに対する第一種学資貸与金の月額については、前条第一項の表大学の項下欄、高等専門学校の項下欄又は専修学校の項下欄の規定に

かかわらず、同表の上欄に掲げる学校等及び通学形態の区分に応じ、それぞれ同表の下欄に定める額のうち最も高い額から次に掲げる額

の合計額を控除した額（その額が零を下回る場合には、零とする。）又は当該控除した額の一万円未満の端数を切り捨てた額未満の同表

の下欄に定める額のうち、貸与を受ける学生又は生徒が選択する額とする。

一　当該学生又は生徒につき第八条の二第一項から第四項までの規定により算定される学資支給金の額（当該学生又は生徒が通信による

教育を受ける者である場合には、当該額を十二で除した額（その額に百円未満の端数が生じた場合には、これを百円に切り上げた額））

二　当該学生又は生徒につき大学等における修学の支援に関する法律施行令（令和元年政令第四十九号。次項第二号において「支援法施

行令」という。）第二条第一項第一号の表の上欄に掲げる学校等の区分に応じ、それぞれ同表の中欄に定める授業料の年額（当該学生

又は生徒が通信による教育を受ける者である場合には、一三〇、〇〇〇円。以下この号において「授業料調整年額」という。）（当該学

生又は生徒に係る同条第二項に規定する減免額算定基準額が同条第一項第二号から第四号までに掲げる額に該当する場合には、当該額

の区分に応じ、それぞれ当該授業料調整年額に当該各号に定める割合を乗じた額）を十二で除した額（その額に百円未満の端数が生じ

た場合には、これを百円に切り上げた額）

２　機構は、前条第四項の規定に基づき特定通信教育受講者のうち学資支給金の支給又は授業料減免を受けるものに対する第一種学資貸与

金の額を定めるときは、その年当たりの合計額が学資支給金の支給及び授業料減免を受けない特定通信教育受講者に対する第一種学資貸

与金の年当たりの合計額から次に掲げる額の合計額を控除した額（その額が零を下回る場合には、零とする。）となるよう定めなければ

ならない。

一　特定通信教育受講者につき第八条の二第三項及び第四項の規定により算定される学資支給金の額

二　一三〇、〇〇〇円（特定通信教育受講者に係る支援法施行令第二条第二項に規定する減免額算定基準額が同条第一項第二号から第四

号までに掲げる額に該当する場合には、当該額の区分に応じ、それぞれ一三〇、〇〇〇円に当該各号に定める割合を乗じた額（その額

に百円未満の端数が生じた場合には、これを百円に切り上げた額））

（第二種学資貸与金の貸与並びにその額及び利率）

第二条　法第十四条第一項の第二種学資貸与金（以下単に「第二種学資貸与金」という。）の月額は、次の各号に掲げる学校に在学する者

（通信による教育を受ける者を除く。）について、それぞれ当該各号に定める額のうち貸与を受ける学生又は生徒が選択する額とし、その

利率は、年三パーセントとする。

一　大学　二〇、〇〇〇円、三〇、〇〇〇円、四〇、〇〇〇円、五〇、〇〇〇円、六〇、〇〇〇円、七〇、〇〇〇円、八〇、〇〇〇円、

九〇、〇〇〇円、一〇〇、〇〇〇円、一一〇、〇〇〇円又は一二〇、〇〇〇円

二　大学院　五〇、〇〇〇円、八〇、〇〇〇円、一〇〇、〇〇〇円、一三〇、〇〇〇円又は一五〇、〇〇〇円

三　高等専門学校（第四学年及び第五学年に限る。）　二〇、〇〇〇円、三〇、〇〇〇円、四〇、〇〇〇円、五〇、〇〇〇円、六〇、〇〇

〇円、七〇、〇〇〇円、八〇、〇〇〇円、九〇、〇〇〇円、一〇〇、〇〇〇円、一一〇、〇〇〇円又は一二〇、〇〇〇円

四　専修学校　二〇、〇〇〇円、三〇、〇〇〇円、四〇、〇〇〇円、五〇、〇〇〇円、六〇、〇〇〇円、七〇、〇〇〇円、八〇、〇〇〇

円、九〇、〇〇〇円、一〇〇、〇〇〇円、一一〇、〇〇〇円又は一二〇、〇〇〇円

２　私立の大学の医学、歯学、薬学若しくは獣医学を履修する課程又は法科大学院（専門職大学院であって、法曹に必要な学識及び能力を

培うことを目的とするものをいう。以下この項において同じ。）の法学を履修する課程に在学する者に対する第二種学資貸与金について

は、前項の規定にかかわらず、その月額を、次の表の上欄に掲げる課程の区分に応じ、それぞれ同表の中欄に定める額（機構の定める額

が二以上あるときは、そのうち貸与を受ける学生が選択する額）とすることができるものとし、その場合における利率は、年当たり同表

の下欄に掲げる算式により算定した利率とする。

区分 月額 利率（パーセント）
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私立の大学の医学又は歯学を履修する課程 一二〇、〇〇〇円を超え一六〇、〇〇〇円以内で機

構の定める額

（Ａ×３＋（Ｂ－Ａ）×ｒ）／Ｂ

私立の大学の薬学又は獣医学を履修する課程 一二〇、〇〇〇円を超え一四〇、〇〇〇円以内で機

構の定める額

　

法科大学院の法学を履修する課程 一五〇、〇〇〇円を超え二二〇、〇〇〇円以内で機

構の定める額

　

備考　この表の下欄に掲げる算式中次に掲げる記号の意義は、それぞれ次に定めるとおりとする。

Ａ　私立の大学の医学又は歯学を履修する課程及び薬学又は獣医学を履修する課程にあっては一二〇、〇〇〇円、法科大学院の法学を履修

する課程にあっては一五〇、〇〇〇円

Ｂ　この表の中欄の機構の定める額（その額が二以上あるときは、そのうち貸与を受ける学生が選択した額）

ｒ　年三パーセントを超える利率で機構の定める利率に相当する数

３　第一項各号に掲げる学校（以下この項及び次条第一項において「貸与対象校」という。）に在学する者が当該貸与対象校に入学した月

又は当該貸与対象校（学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）の規定により設置されたものに限る。同条第一項において「貸与対象

日本校」という。）に在学する者が外国の大学若しくは大学院に留学した月に貸与される第二種学資貸与金の月額については、前二項の

規定にかかわらず、第一項の場合にあっては同項各号に定める額のうち学生又は生徒が選択する額に、前項の場合にあっては同項の表の

中欄に掲げる機構の定める額（その額が二以上あるときは、そのうち貸与を受ける学生が選択する額）に、それぞれ一〇〇、〇〇〇円、

二〇〇、〇〇〇円、三〇〇、〇〇〇円、四〇〇、〇〇〇円又は五〇〇、〇〇〇円（貸与を受ける学生又は生徒が当該入学をした月に当該

留学をした場合においては、一〇〇、〇〇〇円、二〇〇、〇〇〇円、三〇〇、〇〇〇円、四〇〇、〇〇〇円、五〇〇、〇〇〇円、六〇

〇、〇〇〇円、七〇〇、〇〇〇円、八〇〇、〇〇〇円、九〇〇、〇〇〇円又は一、〇〇〇、〇〇〇円）のうち貸与を受ける学生又は生徒

が選択する額を加えた額とすることができるものとし、その場合における利率は、年当たり次の算式により算定した利率とする。

利率（パーセント）＝（Ｃ×３＋（Ｄ－Ｃ）×ｒ）／Ｄ

備考　この算式中次に掲げる記号の意義は、それぞれ次に定めるとおりとする。

Ｃ　第一項の場合にあっては同項各号に定める額のうち学生又は生徒が選択した額、前項の場合にあっては同項の表の備考に規定する

Ａの額

Ｄ　第一項の場合にあっては同項各号に定める額のうち学生又は生徒が選択した額に、前項の場合にあっては同項の表の中欄に掲げる

機構の定める額（その額が二以上あるときは、そのうち貸与を受ける学生が選択した額）に、それぞれ貸与を受ける学生又は生徒がこ

の項の規定により選択した額を加えた額

ｒ　年三パーセントを超える利率で機構の定める利率に相当する数

（第一種学資貸与金に併せて貸与する第二種学資貸与金の額及び利率）

第三条　法第十四条第五項の規定により第一種学資貸与金に併せて貸与する第二種学資貸与金については、月額第二種学資貸与金（貸与対

象校に在学する者に対し、機構の定める期間において毎月貸与する第二種学資貸与金をいう。次項において同じ。）又は一時金額第二種

学資貸与金（貸与対象校に入学した者に対しその入学の際に一時金として貸与する第二種学資貸与金及び貸与対象日本校に在学する者に

対しその者が外国の大学又は大学院に留学する際に一時金として貸与する第二種学資貸与金をいう。第三項において同じ。）のうち、貸

与を受ける学生又は生徒が機構の定めるところにより選択するいずれか一の第二種学資貸与金とする。

２　月額第二種学資貸与金の額及び利率については、前条の規定の例による。

３　一時金額第二種学資貸与金の額は、一〇〇、〇〇〇円、二〇〇、〇〇〇円、三〇〇、〇〇〇円、四〇〇、〇〇〇円又は五〇〇、〇〇〇

円（貸与を受ける学生又は生徒が当該入学をした月に当該留学をした場合においては、一〇〇、〇〇〇円、二〇〇、〇〇〇円、三〇〇、

〇〇〇円、四〇〇、〇〇〇円、五〇〇、〇〇〇円、六〇〇、〇〇〇円、七〇〇、〇〇〇円、八〇〇、〇〇〇円、九〇〇、〇〇〇円又は

一、〇〇〇、〇〇〇円）のうち貸与を受ける学生又は生徒が選択する額とし、その利率は、年三パーセントを超える利率で機構の定める

利率とする。

（第二種学資貸与金の利息の特例）

第四条　前二条の規定にかかわらず、第二種学資貸与金は、その貸与を受けている間並びに法第十五条第二項の規定によりその返還の期限

を猶予される場合における同項及び第六条に規定する事由がある間は無利息とする。

２　次条第四項の規定による学資貸与金の返還の期限及び返還の方法の変更が行われる場合には、当該変更の時以後の期間に係る第二種学

資貸与金の利率は、前二条の規定にかかわらず、これらの規定による利率以下の利率で文部科学大臣の認可を受けて機構の定めるところ

により算定した利率とする。

（学資貸与金の返還の期限等）

第五条　法第十四条第一項の学資貸与金（以下単に「学資貸与金」という。）の返還の期限は、貸与期間の終了した月の翌月から起算して

六月を経過した日（第三項において「六月経過日」という。）以後二十年以内で機構の定める期日とし、その返還は、年賦、半年賦、月

賦その他の機構の定める割賦の方法によるものとする。ただし、学資貸与金の貸与を受けた者は、いつでも繰上返還をすることができ

る。

２　第二種学資貸与金についての前項の規定による年賦、半年賦、月賦その他の割賦による返還は、元利均等返還の方法によるものとす

る。

３　機構が、第一種学資貸与金の貸与を受けた者について、その者の所得が少ない場合においても学資貸与金の継続的な返還を可能とする

ため、文部科学大臣の認可を受けて機構の定めるところによりその者の所得を基礎として算定される額を割賦金の額とする方法により当

該第一種学資貸与金を返還させる場合には、その返還の期限は、第一項の規定にかかわらず、六月経過日以後二十年以内とすることを要

しない。この場合において、その返還の期限は、六月経過日以後の日であって、文部科学大臣の認可を受けて機構の定める日とする。

４　機構が、災害、傷病その他文部科学大臣の認めるやむを得ない事由により学資貸与金を返還することが困難となった者について、文部

科学大臣の認可を受けて定める基準に従って、割賦金の減額及び支払回数の変更その他の学資貸与金の返還の期限及び返還の方法の変更

を行う場合（前項に規定する場合を除く。）には、第一項中「二十年」とあるのは、「文部科学大臣の認可を受けて機構の定める二十年以

上の期間」とし、第二項の規定は、適用しない。

５　学資貸与金の貸与を受けた者が、支払能力があるにもかかわらず割賦金の返還を著しく怠ったと認められるときは、前各項の規定にか

かわらず、その者は、機構の請求に基づき、その指定する日までに返還未済額の全部を返還しなければならない。

（学資貸与金の返還期限の猶予）

第六条　法第十五条第二項の政令で定める事由は、大学、大学院、高等専門学校又は専修学校に在学することその他文部科学大臣の認める

やむを得ない事由があることとする。
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（死亡等による学資貸与金の返還免除）

第七条　死亡した者又は精神若しくは身体の障害により労働能力を喪失した者については、その学資貸与金の返還未済額の全部又は一部を

免除することができる。

２　精神又は身体の障害により労働能力に高度の制限を有する者については、その学資貸与金の返還未済額の一部の返還を免除することが

できる。

３　機構は、前二項の規定による学資貸与金の返還の免除につき必要な事項を定め、文部科学大臣の認可を受けなければならない。

（特に優れた業績による学資貸与金の返還免除）

第八条　大学院において第一種学資貸与金の貸与を受けた学生であって、在学中に特に優れた業績を挙げた者として機構が認定したものに

は、貸与期間終了の時において、その学資貸与金の全部又は一部の返還を免除することができる。

２　前項の認定は、大学院において第一種学資貸与金の貸与を受けた学生のうち、当該大学院を置く大学の学長が学内選考委員会（機構に

対して同項の認定を受ける候補者として推薦すべき者の選考に関する事項を調査審議する機関として文部科学省令で定めるところにより

当該大学に設置されるものをいう。）の議に基づき推薦する者その他文部科学省令で定める者について、その専攻分野に関する論文その

他の文部科学省令で定める業績を総合的に評価することにより行うものとする。

３　機構は、前項に規定するもののほか、第一項の規定による学資貸与金の返還の免除につき必要な事項を定め、文部科学大臣の認可を受

けなければならない。

（学資支給金の額）

第八条の二　学資支給金の月額は、学資支給金を受ける者（以下「支給対象者」という。）に係る支給額算定基準額の次の各号に掲げる区

分に応じ、それぞれ当該各号に定める額（第二号から第四号までに定める額に百円未満の端数がある場合には、これを百円に切り上げた

額）とする。

一　一〇〇円未満　次の表の上欄に掲げる学校等及び通学形態の区分に応じ、それぞれ同表の下欄に定める額

区分 月額

大学 地方公共団体、国立大学法人又は公立大学法人が設置する大学 自宅通学のとき 二九、二〇〇円

自宅外通学のとき 六六、七〇〇円

私立の大学 自宅通学のとき 三八、三〇〇円

自宅外通学のとき 七五、八〇〇円

高等専門学校 地方公共団体、独立行政法人国立高等専門学校機構又は公立大学法人が設置す

る高等専門学校（第四学年及び第五学年に限る。以下この条において同じ。）

自宅通学のとき 一七、五〇〇円

自宅外通学のとき 三四、二〇〇円

私立の高等専門学校 自宅通学のとき 二六、七〇〇円

自宅外通学のとき 四三、三〇〇円

専修学校 国、地方公共団体、独立行政法人、国立大学法人又は地方独立行政法人が設置

する専修学校

自宅通学のとき 二九、二〇〇円

自宅外通学のとき 六六、七〇〇円

私立の専修学校 自宅通学のとき 三八、三〇〇円

自宅外通学のとき 七五、八〇〇円

備考

一　「大学」には、専攻科（支援法第二条第二項に規定する短期大学の専攻科を除く。）及び別科を含まない（以下この条において同

じ。）。

二　「第四学年及び第五学年」には、支援法第二条第二項に規定する高等専門学校の専攻科を含む。

二　一〇〇円以上二五、六〇〇円未満　前号に定める額に三分の二を乗じた額

三　二五、六〇〇円以上五一、三〇〇円未満　第一号に定める額に三分の一を乗じた額

四　五一、三〇〇円以上一五四、五〇〇円未満　第一号に定める額に四分の一を乗じた額

２　支給対象者のうち、その者の生計維持者が生活保護法（昭和二十五年法律第百四十四号）第十一条第一項各号に掲げる扶助を受けてい

る者又は満十八歳となる日の前日において児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十四号）第二十七条第一項第三号の規定により同法第六

条の四に規定する里親に委託されていた者若しくは同号の規定により入所措置が採られて同法第四十一条に規定する児童養護施設に入所

していた者その他これらに類するものとして文部科学省令で定める者であって、居住に要する費用につき学資支給金による支援の必要性

がないと認められるものに対する学資支給金の月額については、前項の規定にかかわらず、支給対象者に係る支給額算定基準額の次の各

号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額（第二号から第四号までに定める額に百円未満の端数がある場合には、これを百円

に切り上げた額）とする。

一　一〇〇円未満　次の表の上欄に掲げる学校等の区分に応じ、それぞれ同表の下欄に定める額

区分 月額

大学 地方公共団体、国立大学法人又は公立大学法人が設置する大学 三三、三〇〇円

私立の大学 四二、五〇〇円

高等専門学校 地方公共団体、独立行政法人国立高等専門学校機構又は公立大学法人が設置する高等専門学校 二五、八〇〇円

私立の高等専門学校 三五、〇〇〇円

専修学校 国、地方公共団体、独立行政法人、国立大学法人又は地方独立行政法人が設置する専修学校 三三、三〇〇円

私立の専修学校 四二、五〇〇円

二　一〇〇円以上二五、六〇〇円未満　前号に定める額に三分の二を乗じた額

三　二五、六〇〇円以上五一、三〇〇円未満　第一号に定める額に三分の一を乗じた額

四　五一、三〇〇円以上一五四、五〇〇円未満　第一号に定める額に四分の一を乗じた額

３　大学又は専修学校において通信による教育を受ける支給対象者に対する学資支給金の額については、前二項の規定にかかわらず、支給

対象者に係る支給額算定基準額の次の各号に掲げる区分に応じ、一年につき、それぞれ当該各号に定める額とする。

一　一〇〇円未満　五一、〇〇〇円

二　一〇〇円以上二五、六〇〇円未満　三四、〇〇〇円

三　二五、六〇〇円以上五一、三〇〇円未満　一七、〇〇〇円

四　五一、三〇〇円以上一五四、五〇〇円未満　一二、八〇〇円

４　前三項に規定する「支給額算定基準額」とは、支給対象者及びその生計維持者についてそれぞれ第一号に掲げる額から第二号に掲げる

額を控除した額（その額が零を下回る場合には、零とし、その額に百円未満の端数がある場合には、これを切り捨てた額とする。）（当該
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支給対象者又はその生計維持者が地方税法（昭和二十五年法律第二百二十六号）第二百九十五条第一項各号に掲げる者又は同法附則第三

条の三第四項の規定により同項に規定する市町村民税の所得割を課することができない者である場合には、零とする。）を合算した額を

いう。ただし、支給対象者又はその生計維持者が学資支給金が支給される月の属する年度（当該月が四月から九月までの月であるとき

は、その前年度。以下この項において「学資支給金支給年度」という。）分の同法の規定による市町村民税（同法の規定による特別区民

税を含む。以下この項において同じ。）の同法第二百九十二条第一項第二号に掲げる所得割の賦課期日において同法の施行地に住所を有

しないことその他の理由により本文の規定により難い場合として文部科学省令で定める場合については、文部科学省令で定めるところに

より算定した額とする。

一　学資支給金支給年度分の地方税法の規定による市町村民税に係る同法第三百十四条の三第二項に規定する課税総所得金額、課税退職

所得金額及び課税山林所得金額、同法附則第三十三条の二第五項に規定する上場株式等に係る課税配当所得等の金額、同法附則第三十

三条の三第五項第一号に規定する土地等に係る課税事業所得等の金額、同法附則第三十四条第四項に規定する課税長期譲渡所得金額、

同法附則第三十五条第五項に規定する課税短期譲渡所得金額、同法附則第三十五条の二第五項に規定する一般株式等に係る課税譲渡所

得等の金額、同法附則第三十五条の二の二第五項に規定する上場株式等に係る課税譲渡所得等の金額並びに同法附則第三十五条の四第

四項に規定する先物取引に係る課税雑所得等の金額、外国居住者等の所得に対する相互主義による所得税等の非課税等に関する法律

（昭和三十七年法律第百四十四号）第八条第二項（同法第十二条第五項及び第十六条第二項において準用する場合を含む。）に規定する

特例適用利子等の額（同法第八条第八項第四号（同法第十二条第七項及び第十六条第四項において準用する場合を含む。）の規定によ

り読み替えられた地方税法第三百十四条の二の規定の適用がある場合には、その適用後の金額）及び外国居住者等の所得に対する相互

主義による所得税等の非課税等に関する法律第八条第四項（同法第十二条第六項及び第十六条第三項において準用する場合を含む。）

に規定する特例適用配当等の額（同法第八条第十一項第四号（同法第十二条第八項及び第十六条第五項において準用する場合を含む。）

の規定により読み替えられた地方税法第三百十四条の二の規定の適用がある場合には、その適用後の金額）並びに租税条約等の実施に

伴う所得税法、法人税法及び地方税法の特例等に関する法律（昭和四十四年法律第四十六号）第三条の二の二第十項に規定する条約適

用利子等の額（同条第十一項第四号の規定により読み替えられた地方税法第三百十四条の二の規定の適用がある場合には、その適用後

の金額）及び租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税法及び地方税法の特例等に関する法律第三条の二の二第十二項に規定する条約

適用配当等の額（同条第十四項第四号の規定により読み替えられた地方税法第三百十四条の二の規定の適用がある場合には、その適用

後の金額）の合計額（当該支給対象者が当該学資支給金支給年度の前年度の十二月三十一日においてその生計維持者の地方税法第二百

九十二条第一項第九号に規定する扶養親族である場合において、当該支給対象者が当該学資支給金支給年度の前年度の一月一日から三

月三十一日までの間に十九歳に達した者であるときは、当該生計維持者については、当該合計額から十二万円を控除して得た金額）に

百分の六を乗じた額

二　学資支給金支給年度分の地方税法の規定による市町村民税に係る同法第三百十四条の六及び附則第三条の三第五項の規定により控除

する額（地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百五十二条の十九第一項に規定する指定都市により当該学資支給金支給年度

分の地方税法の規定による市町村民税の同法第二百九十二条第一項第二号に掲げる所得割を課される者については、当該額に四分の三

を乗じた額）

５　支給対象者が職業訓練の実施等による特定求職者の就職の支援に関する法律（平成二十三年法律第四十七号）第七条第一項に規定する

職業訓練受講給付金その他の法令に基づく大学等（大学、高等専門学校又は専修学校をいう。次条において同じ。）の学資に係る給付等

であって学資支給金の額を調整する必要があるものとして文部科学省令で定めるものを受けた場合における当該支給対象者に対する学資

支給金の額については、前各項の規定にかかわらず、これらの規定により算定される学資支給金の額を限度として文部科学省令で定める

額とする。

（学資支給金の支給の期間）

第八条の三　機構は、次の各号に掲げる者に該当する支給対象者に対して、当該各号に定める月数を限度として、学資支給金の支給を行う

ものとする。

一　過去に学資支給金の支給を受けたことがない者　当該支給対象者がその在学する大学等の正規の修業年限を満了するために必要な期

間の月数（支援法第二条第二項に規定する短期大学の専攻科又は高等専門学校の専攻科の正規の修業年限を満了するために必要な期間

の月数が二十四月を超える場合には、二十四月を超えない範囲で文部科学省令で定める月数とし、専修学校の正規の修業年限を満了す

るために必要な期間の月数が四十八月を超える場合には、四十八月を超えない範囲で文部科学省令で定める月数とする。次号において

同じ。）

二　過去に学資支給金の支給を受けたことがある者のうち学校教育法第百八条第九項、第百二十二条又は第百三十二条の規定により編入

学した者その他の文部科学省令で定める者　当該支給対象者がその在学する大学等の正規の修業年限を満了するために必要な期間の月

数（当該月数と当該支給対象者が過去に学資支給金の支給を受けた期間の月数（以下この号において「過去支給期間月数」という。）

とを合算した月数が七十二月を超える場合には、七十二月から当該過去支給期間月数を控除した月数）

（文部科学省令への委任）

第八条の四　前二条に定めるもののほか、学資支給金の支給に関し必要な事項は、文部科学省令で定める。

（日本学生支援債券の形式）

第九条　日本学生支援債券は、無記名利札付きとする。

（日本学生支援債券の発行の方法）

第十条　日本学生支援債券の発行は、募集の方法による。

（日本学生支援債券申込証）

第十一条　日本学生支援債券の募集に応じようとする者は、日本学生支援債券申込証に、その引き受けようとする日本学生支援債券の数並

びにその氏名又は名称及び住所を記載しなければならない。

２　社債、株式等の振替に関する法律（平成十三年法律第七十五号。以下「社債等振替法」という。）の規定の適用がある日本学生支援債

券（次条第二項において「振替日本学生支援債券」という。）の募集に応じようとする者は、前項の記載事項のほか、自己のために開設

された当該日本学生支援債券の振替を行うための口座（同条第二項において「振替口座」という。）を日本学生支援債券申込証に記載し

なければならない。

３　日本学生支援債券申込証は、機構が作成し、これに次に掲げる事項を記載しなければならない。

一　日本学生支援債券の名称

二　日本学生支援債券の総額

三　各日本学生支援債券の金額

四　日本学生支援債券の利率

五　日本学生支援債券の償還の方法及び期限
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六　利息の支払の方法及び期限

七　日本学生支援債券の発行の価額

八　社債等振替法の規定の適用があるときは、その旨

九　社債等振替法の規定の適用がないときは、無記名式である旨

十　応募額が日本学生支援債券の総額を超える場合の措置

十一　募集又は管理の委託を受けた会社があるときは、その商号

（日本学生支援債券の引受け）

第十二条　前条の規定は、政府若しくは地方公共団体が日本学生支援債券を引き受ける場合又は日本学生支援債券の募集の委託を受けた会

社が自ら日本学生支援債券を引き受ける場合におけるその引き受ける部分については、適用しない。

２　前項の場合において、振替日本学生支援債券を引き受ける政府若しくは地方公共団体又は振替日本学生支援債券の募集の委託を受けた

会社は、その引受けの際に、振替口座を機構に示さなければならない。

（日本学生支援債券の成立の特則）

第十三条　日本学生支援債券の応募総額が日本学生支援債券の総額に達しないときでも、日本学生支援債券を成立させる旨を日本学生支援

債券申込証に記載したときは、その応募総額をもって日本学生支援債券の総額とする。

（日本学生支援債券の払込み）

第十四条　日本学生支援債券の募集が完了したときは、機構は、遅滞なく、各日本学生支援債券についてその全額の払込みをさせなければ

ならない。

（債券の発行）

第十五条　機構は、前条の払込みがあったときは、遅滞なく、債券を発行しなければならない。ただし、日本学生支援債券につき社債等振

替法の規定の適用があるときは、この限りでない。

２　各債券には、第十一条第三項第一号から第六号まで、第九号及び第十一号に掲げる事項並びに番号を記載し、機構の理事長がこれに記

名押印しなければならない。

（日本学生支援債券原簿）

第十六条　機構は、主たる事務所に日本学生支援債券原簿を備えて置かなければならない。

２　日本学生支援債券原簿には、次に掲げる事項を記載しなければならない。

一　債券の発行の年月日

二　債券の数（社債等振替法の規定の適用がないときは、債券の数及び番号）

三　第十一条第三項第一号から第六号まで、第八号及び第十一号に掲げる事項

四　元利金の支払に関する事項

（利札が欠けている場合）

第十七条　日本学生支援債券を償還する場合において、欠けている利札があるときは、これに相当する金額を償還額から控除する。ただ

し、既に支払期が到来した利札については、この限りでない。

２　前項の利札の所持人がこれと引換えに控除金額の支払を請求したときは、機構は、これに応じなければならない。

（日本学生支援債券の発行の認可）

第十八条　機構は、法第十九条第一項の規定により日本学生支援債券の発行の認可を受けようとするときは、日本学生支援債券の募集の日

の二十日前までに次に掲げる事項を記載した申請書を文部科学大臣に提出しなければならない。

一　発行を必要とする理由

二　第十一条第三項第一号から第八号までに掲げる事項

三　日本学生支援債券の募集の方法

四　発行に要する費用の概算額

五　第二号に掲げるもののほか、日本学生支援債券に記載しようとする事項

２　前項の申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。

一　作成しようとする日本学生支援債券申込証

二　日本学生支援債券の発行により調達する資金の使途を記載した書面

三　日本学生支援債券の引受けの見込みを記載した書面

（政府貸付金の償還免除）

第十九条　法第二十二条第二項の規定による政府の機構に対する貸付金の償還の免除は、毎年度その前年度において機構が返還を免除した

第一種学資貸与金の額に相当する額につき、償還期限の早い貸付金から順次行うものとする。

附　則

（施行期日）

第一条　この政令は、公布の日から施行する。ただし、附則第十条第一項及び第三項並びに第十三条から第二十八条までの規定は、平成十

六年四月一日から施行する。

（第二種学資貸与金の利率の特例）

第二条　第二種学資貸与金に係る第二条及び第三条第三項の規定の適用については、当分の間、第二条第一項中「年三パーセント」とある

のは「年三パーセント（法第十九条第一項の規定による財政融資資金からの借入金の利率及び同項の規定による日本学生支援債券の利率

を加重平均する方法であって文部科学省令で定めるもののうち、貸与を受ける学生又は生徒が選択した方法により算定した利率が年三パ

ーセント未満の場合にあっては、当該利率）」と、同条第二項の表利率の欄中「３」とあるのは「附則第二条第一項の規定により読み替

えられた前項に規定する利率（パーセント）に相当する数」と、同表備考中「年三パーセント」とあるのは「附則第二条第一項の規定に

より読み替えられた前項に規定する利率」と、同条第三項に掲げる算式中「３」とあるのは「附則第二条第一項の規定により読み替えら

れた第一項に規定する利率（パーセント）に相当する数」と、同項の備考中「年三パーセント」とあるのは「附則第二条第一項の規定に

より読み替えられた第一項に規定する利率」と、第三条第三項中「年三パーセント」とあるのは「附則第二条第一項の規定により読み替

えられた前条第一項に規定する利率」とする。

２　文部科学大臣は、前項の規定により読み替えられた第二条第一項に規定する文部科学省令を定めようとするときは、あらかじめ、財務

大臣に協議しなければならない。

（職員の引継ぎに係る政令で定める部局又は機関）

第三条　法附則第二条の政令で定める文部科学省の部局又は機関は、次に掲げるものとする。

一　高等教育局学生課及び留学生課
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二　国立大学法人法等の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成十五年法律第百十七号）第二条の規定による廃止前の国立学校

設置法（昭和二十四年法律第百五十号）第三条第一項の表及び第三条の三第一項に掲げる国立大学の内部組織のうち文部科学大臣が定

めるもの

（機構の成立の時において承継される国の権利及び義務）

第四条　法附則第八条第一項の政令で定める権利及び義務は、次に掲げる権利及び義務とする。

一　文部科学大臣の所管に属する物品のうち文部科学大臣が指定するものに関する権利及び義務

二　法第十三条第一項第二号、第八号及び第九号に規定する業務に関し国が有する権利及び義務のうち前号に掲げるもの以外のものであ

って、文部科学大臣が指定するもの

（国の有する権利及び義務の承継の際出資があったものとされる財産）

第五条　法附則第八条第二項の政令で定める財産は、前条第二号の規定により指定された権利に係る財産のうち文部科学大臣が指定するも

のとする。

（機構が承継する資産に係る評価委員の任命等）

第六条　法附則第八条第三項（法附則第十条第六項において準用する場合を含む。次項及び第三項において同じ。）の評価委員は、次に掲

げる者につき文部科学大臣が任命する。

一　財務省の職員　一人

二　文部科学省の職員　一人

三　機構の役員（機構が成立するまでの間は、機構に係る独立行政法人通則法第十五条第一項の設立委員）　一人

四　学識経験のある者　二人

２　法附則第八条第三項の規定による評価は、同項の評価委員の過半数の一致によるものとする。

３　法附則第八条第三項の規定による評価に関する庶務は、文部科学省高等教育局学生支援課において処理する。

（国有財産の無償使用）

第七条　法附則第九条の規定により国が機構に無償で使用させることができる国有財産及び当該国有財産の使用に関し必要な手続は、文部

科学大臣が財務大臣に協議して定める。

（国が承継する資産の範囲等）

第八条　法附則第十条第二項の規定により国が承継する資産は、文部科学大臣が財務大臣に協議して定める。

２　前項の規定により国が承継する資産は、一般会計に帰属する。

（日本育英会の解散の登記の嘱託等）

第九条　法附則第十条第一項の規定により日本育英会（以下「育英会」という。）が解散したときは、文部科学大臣は、遅滞なく、その解

散の登記を登記所に嘱託しなければならない。

２　登記官は、前項の規定による嘱託に係る解散の登記をしたときは、その登記用紙を閉鎖しなければならない。

（免除するものとする債権の額等）

第十条　法附則第十一条の規定により免除するものとする債権の額は、機構が育英会から承継する負債のうち法附則第十五条の規定による

廃止前の日本育英会法（昭和五十九年法律第六十四号。以下「旧育英会法」という。）第二十一条第一項第一号に規定する業務に係るも

のの金額から、機構が育英会から承継する資産のうち当該業務に係るものの価額を差し引いた額の範囲内で文部科学大臣が定める額とす

る。

２　文部科学大臣は、前項の規定により額を定めようとするときは、財務大臣に協議しなければならない。

３　法附則第十一条の規定による債権の免除は、第一項に規定する額につき、償還期限の早い貸付金から順次行うものとする。

（業務の特例に関する経過措置）

第十一条　法附則第十四条第一項の規定により機構が行う業務については、旧育英会法施行令（附則第十三条の規定による廃止前の日本育

英会法施行令（昭和五十九年政令第二百五十三号）をいう。以下同じ。）第二条第一項（高等学校及び専修学校の高等課程に係る部分に

限る。）、第六条第一項及び第三項、第七条並びに第八条の規定は、附則第十三条の規定の施行後も、なおその効力を有する。この場合に

おいて、旧育英会法施行令第二条第一項の表中「国立及び公立の高等学校」とあるのは「地方公共団体及び国立大学法人法（平成十五年

法律第百十二号）第二条第一項に規定する国立大学法人が設置する高等学校」と、「国立及び公立の専修学校」とあるのは「国、地方公

共団体及び国立大学法人法第二条第一項に規定する国立大学法人が設置する専修学校」と、旧育英会法施行令第六条第三項及び第八条第

三項中「育英会」とあるのは「独立行政法人日本学生支援機構」とする。

２　第五条第四項の規定は、機構が法附則第十四条第一項に規定する業務を行う場合における同項に規定する第一種学資金の返還について

準用する。この場合において、第五条第四項中「学資貸与金を」とあるのは「法附則第十四条第一項に規定する第一種学資金を」と、「学

資貸与金の」とあるのは「同項に規定する第一種学資金の」と、「第一項」とあるのは「附則第十一条第一項の規定によりなおその効力

を有することとされる附則第十三条の規定による廃止前の日本育英会法施行令（昭和五十九年政令第二百五十三号）第六条第一項」と、

「機構の」とあるのは「独立行政法人日本学生支援機構の」と、「とし、第二項の規定は、適用しない」とあるのは「とする」と読み替え

るものとする。

３　機構が法附則第十四条第一項に規定する業務を行う場合における第十九条の規定の適用については、同条中「法第二十二条第二項」と

あるのは「法附則第十四条第三項の規定により読み替えられた法第二十二条第二項」と、「第一種学資貸与金」とあるのは「第一種学資

貸与金（法附則第十四条第一項に規定する第一種学資金を含む。）」とする。

第十一条の二　機構は、当分の間、法附則第十四条第一項に規定する業務において回収される同項に規定する第一種学資金の額に相当する

額について、平成十七年度以降に同項に規定する高等学校又は専修学校の高等課程に入学する者に学資の貸与を行う都道府県に対して、

当該貸与に供する資金として支給するものとする。

（独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律の適用に関する経過措置）

第十二条　機構の成立前に行政機関の保有する情報の公開に関する法律（平成十一年法律第四十二号。同法第二条第二項に規定する行政文

書の開示に係る部分に限る。）の規定に基づき法第十三条第一項第二号、第八号及び第九号に規定する機構の業務に係る行政文書に関し

て文部科学大臣（行政機関の保有する情報の公開に関する法律第十七条の規定により委任を受けた職員を含む。以下この条において同

じ。）がした行為及び文部科学大臣に対してされた行為は、機構の成立後は、独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律（平成

十三年法律第百四十号。同法第二条第二項に規定する法人文書の開示に係る部分に限る。）の規定に基づき機構がした行為及び機構に対

してされた行為とみなす。

（日本育英会法施行令の廃止）

第十三条　日本育英会法施行令は、廃止する。
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（従前の被貸与者に関する経過措置）

第十四条　第四条第二項及び第五条第四項の規定は、法附則第十六条第一項の規定によりなお従前の例によることとされる貸与金の返還

（旧育英会法第二十二条第一項に規定する学資金に係るものに限る。）について準用する。この場合において、第四条第二項中「学資貸与

金の返還」とあるのは「法附則第十五条の規定による廃止前の日本育英会法（昭和五十九年法律第六十四号。以下「旧育英会法」とい

う。）第二十二条第一項に規定する学資金の返還」と、「第二種学資貸与金」とあるのは「同項に規定する第二種学資金」と、「前二条」

とあるのは「法附則第十六条第一項の規定によりなお従前の例によることとされる場合における附則第十三条の規定による廃止前の日本

育英会法施行令（昭和五十九年政令第二百五十三号。以下「旧育英会法施行令」という。）第三条及び第四条」と、第五条第四項中「学

資貸与金を」とあるのは「旧育英会法第二十二条第一項に規定する学資金を」と、「学資貸与金の」とあるのは「同項に規定する学資金

の」と、「第一項」とあるのは「法附則第十六条第一項の規定によりなお従前の例によることとされる場合における旧育英会法施行令第

六条第一項」と、「機構の」とあるのは「独立行政法人日本学生支援機構の」と、「第二項」とあるのは「同条第二項」と読み替えるもの

とする。

２　第五条第四項の規定は、法附則第十六条第一項の規定によりなお従前の例によることとされる貸与金の返還（旧育英会法による改正前

の日本育英会法（昭和十九年法律第三十号）第十六条第一項第一号の規定による貸与金に係るものに限る。）について準用する。この場

合において、第五条第四項中「学資貸与金を」とあるのは「法附則第十五条の規定による廃止前の日本育英会法（昭和五十九年法律第六

十四号）による改正前の日本育英会法（昭和十九年法律第三十号）第十六条第一項第一号の規定による貸与金を」と、「学資貸与金の」

とあるのは「同号の規定による貸与金の」と、「第一項」とあるのは「法附則第十六条第一項の規定によりなお従前の例によることとさ

れる場合における附則第十三条の規定による廃止前の日本育英会法施行令（昭和五十九年政令第二百五十三号）による改正前の日本育英

会法施行令（昭和十九年勅令第二百七十一号）第十五条第一項」と、「文部科学大臣の認可を受けて機構の定める二十年以上の期間」と

し、第二項の規定は、適用しない」とあるのは「文部科学大臣ノ認可ヲ受ケテ独立行政法人日本学生支援機構ノ定ムル二十年以上ノ期

間」とする」と読み替えるものとする。

３　第十九条の規定は、法附則第十六条第二項の規定による政府の機構に対する貸付金の償還の免除について準用する。

（日本育英会債券原簿等に係る経過措置）

第十五条　育英会が旧育英会法第三十二条第一項の規定により発行した日本育英会債券に係る日本育英会債券原簿及び利札の取扱いについ

ては、附則第十三条の規定の施行後においても、旧育英会法施行令第二十条及び第二十一条の規定は、なおその効力を有する。この場合

において、旧育英会法施行令第二十条第一項中「育英会は、主たる事務所に」とあるのは「独立行政法人日本学生支援機構は、独立行政

法人日本学生支援機構法（平成十五年法律第九十四号）附則第十条第一項の規定による解散前の日本育英会が作成した日本育英会債券原

簿に係る日本育英会債券の償還及びその利息の支払を完了するまでの間、主たる事務所にその」と、同条第二項第三号中「第十五条第三

項第一号」とあるのは「独立行政法人日本学生支援機構法施行令附則第十三条の規定による廃止前の日本育英会法施行令第十五条第三項

第一号」と、旧育英会法施行令第二十一条第二項中「育英会」とあるのは「独立行政法人日本学生支援機構」とする。

附　則　（平成一六年三月三一日政令第八四号）

この政令は、平成十六年四月一日から施行する。

附　則　（平成一六年四月一日政令第一二八号）　抄

（施行期日）

第一条　この政令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成一七年三月三〇日政令第八〇号）

（施行期日）

１　この政令は、平成十七年四月一日から施行する。

（経過措置）

２　この政令の施行の日（以下「施行日」という。）前の貸与契約による第一種学資金の月額については、なお従前の例による。

３　施行日前から引き続き大学、大学院（専門職大学院を除く。）の修士課程（博士課程のうち、修士課程として取り扱われる課程及び修

士課程に相当すると認められるものを含む。）若しくは博士課程（修士課程として取り扱われる課程及び修士課程に相当すると認められ

るものを除く。）、専門職大学院の課程、高等専門学校又は専修学校の専門課程（独立行政法人日本学生支援機構法施行令第一条第一項の

表備考第五号に規定する専門課程に限る。）に在学する者（大学において通信による教育を受ける者を除く。）に係る施行日以後の貸与契

約による当該在学中の第一種学資金の月額については、なお従前の例による。

附　則　（平成一七年四月一日政令第一一八号）　抄

（施行期日）

第一条　この政令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成一八年三月三一日政令第一一八号）

この政令は、平成十八年四月一日から施行する。

附　則　（平成一九年三月二六日政令第六〇号）

（施行期日）

１　この政令は、平成十九年四月一日から施行する。

（経過措置）

２　この政令の施行の日前の貸与契約による第二種学資金の利率については、なお従前の例による。

附　則　（平成一九年一二月一二日政令第三六三号）　抄

この政令は、学校教育法等の一部を改正する法律の施行の日（平成十九年十二月二十六日）から施行する。

附　則　（平成一九年一二月一四日政令第三六九号）　抄

（施行期日）

第一条　この政令は、平成二十年一月四日から施行する。

（独立行政法人日本学生支援機構法施行令の一部改正に伴う経過措置）

第三十九条　証券市場整備法附則第三条の規定によりなお効力を有することとされる旧社債等登録法の規定が準用される日本学生支援債券

に係る日本学生支援債券原簿については、第五十六条の規定による改正後の独立行政法人日本学生支援機構法施行令第十六条第二項の規

定にかかわらず、なお従前の例による。

附　則　（平成二〇年三月三一日政令第九九号）

（施行期日）

１　この政令は、平成二十年四月一日から施行する。

（経過措置）
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２　この政令の施行の日前の貸与契約による第二種学資金の月額及び利率については、なお従前の例による。

附　則　（平成二〇年七月四日政令第二一九号）　抄

（施行期日）

第一条　この政令は、株式等の取引に係る決済の合理化を図るための社債等の振替に関する法律等の一部を改正する法律（以下「改正法」

という。）の施行の日から施行する。

附　則　（平成二一年三月三一日政令第七四号）

この政令は、平成二十一年四月一日から施行する。

附　則　（平成二二年一二月二七日政令第二五二号）

この政令は、平成二十三年一月一日から施行する。

附　則　（平成二五年三月二九日政令第九六号）

この政令は、平成二十五年四月一日から施行する。

附　則　（平成二七年五月一五日政令第二三一号）

この政令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成二八年一二月二六日政令第三九〇号）

（施行期日）

１　この政令は、平成二十九年四月一日から施行する。

（経過措置）

２　この政令の施行の日前の貸与契約による第一種学資金の返還については、なお従前の例による。

附　則　（平成二九年三月三一日政令第一二五号）

（施行期日）

第一条　この政令は、平成二十九年四月一日から施行する。ただし、第一条第一項の表大学の項の改正規定（「この表において」を削る部

分を除く。）、同表高等専門学校の項の改正規定、同表専修学校の項の改正規定（「三〇、〇〇〇円又は四五、〇〇〇円」を「二〇、〇〇

〇円、三〇、〇〇〇円又は四五、〇〇〇円」に、「三〇、〇〇〇円又は五一、〇〇〇円」を「二〇、〇〇〇円、三〇、〇〇〇円、四〇、

〇〇〇円又は五一、〇〇〇円」に、「三〇、〇〇〇円又は五三、〇〇〇円」を「二〇、〇〇〇円、三〇、〇〇〇円、四〇、〇〇〇円又は

五三、〇〇〇円」に、「三〇、〇〇〇円又は六〇、〇〇〇円」を「二〇、〇〇〇円、三〇、〇〇〇円、四〇、〇〇〇円、五〇、〇〇〇円

又は六〇、〇〇〇円」に改める部分に限る。）、同条第二項の改正規定（「前項の表大学の項下欄又は専修学校の項下欄」を「第一項の表

大学の項下欄若しくは専修学校の項下欄又は前項」に、「独立行政法人日本学生支援機構（以下「機構」という。）」を「機構」に改める

部分に限る。）、同項を同条第三項とし、同条第一項の次に一項を加える改正規定及び附則第三条の規定は、平成三十年四月一日から施行

する。

（経過措置）

第二条　この政令の施行の日（次項において「施行日」という。）前の貸与契約による第一種学資貸与金の月額については、なお従前の例

による。

２　施行日前から引き続き大学、高等専門学校又は専修学校（大学等における修学の支援に関する法律の施行に伴う関係政令の整備及び経

過措置に関する政令（令和元年政令第五十号）第一条の規定による改正前の独立行政法人日本学生支援機構法施行令第一条第一項の表備

考第五号に規定する専門課程に限る。以下同じ。）に在学する者（大学又は専修学校において通信による教育を受ける者を除く。次条第

二項において同じ。）に係る施行日以後の貸与契約による当該在学中の第一種学資貸与金の月額については、なお従前の例による。

第三条　附則第一条ただし書に規定する規定の施行の日（次項において「一部施行日」という。）前の貸与契約による第一種学資貸与金の

月額については、なお従前の例による。

２　一部施行日前から引き続き大学、高等専門学校又は専修学校に在学する者に係る一部施行日以後の貸与契約による当該在学中の第一種

学資貸与金の月額については、なお従前の例による。

附　則　（平成三〇年三月三〇日政令第九〇号）

この政令は、平成三十年四月一日から施行する。

附　則　（令和元年六月二八日政令第五〇号）　抄

（施行期日）

１　この政令は、大学等における修学の支援に関する法律の施行の日から施行する。

附　則　（令和二年一二月二四日政令第三七五号）

この政令は、令和三年一月一日から施行する。

附　則　（令和四年八月三一日政令第二八四号）　抄

（施行期日）

１　この政令は、令和四年十月一日から施行する。

（経過措置）

２　第一条の規定による改正後の独立行政法人日本学生支援機構法施行令第八条の二第四項の規定は、令和四年十月以後の月分の学資支給

金の支給について適用し、同年九月以前の月分の学資支給金の支給については、なお従前の例による。

附　則　（令和六年三月二九日政令第九六号）

この政令は、令和六年四月一日から施行する。
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